
1 

 

令和元年度 小野市の財政健全化判断比率（指標） 

 

 

指   標   名 小野市の指数 
参考 

(平成 30年度) 

判 断 基 準 

早期健全
化基準 

財政再生 
基準 

実 質 赤 字 比 率 －  （△3.87%） △ 3.42％  13.13％ 20.00％ 

連結実質赤字比率 － （△42.13%） △ 43.95％ 18.13％ 30.00％   

実質公債費比率          4.1% 4.0％ 25.00％ 35.00％ 

将 来 負 担 比 率  12.5% △ 32.9％ 350.00％ －  

資金不足比率 

（ 水 道 事 業 ） 

（下水道事業） 

（都市開発事業） 

 

－ （△323.3%） 

－  （△16.7%） 

－  （△19.2%） 

 

△ 350.2％ 

△ 12.9％ 

△ 19.3％ 

20.00％ －  

 

毎年度の収支の健全度  

◎実質赤字比率 表示数値なし (△3.87％）（H30：△3.42%） 

税収や交付税など自治体の収入に対する一般会計の赤字額の割合 

(普通会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率) 

算式… 一般会計実質収支÷標準財政規模  

 

439,842÷11,358,583＝0.0387（黒字） 

  

◎連結実質赤字比率 表示数値なし（△42.13％）（H30：△43.95%） 

税収や交付税など自治体の収入に対する公営企業などを含む全会計の赤字額

(公営企業は資金不足額)の割合 

(全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率) 

算式…（一般会計実質収支＋公営企業の資金の余剰額）÷標準財政規模 

 

     （R1）       （H30） 

一般会計    439,842     396,445 
国保        151,096     133,437 
介護          2,321        32,981 
後期高齢    15,931        15,767 
水道      3,537,835     3,908,488 
下水        185,115       146,606 
都市開発    453,485       460,808 
            

計  4,785,625÷ 11,358,583＝0.4213（黒字） 
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毎年度の借金返済の負担割合  

◎実質公債費比率  4.1％ （H30：4.0%） 

税収や交付税など自治体の収入に対する借金返済費用の割合 

(普通会計が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率) 

【毎年度経常的に収入される財源のうち、公債費や公営企業債に対する繰

出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普通交

付税で措置されるものを除く。）に充当されたものの占める割合】 

算式…［｛（元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準

元利償還金に係る基準財政需要額算入額）｝÷｛標準財政規模－

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額｝］の  

3 ヵ年平均（参考 単年度 H29:4.68 H30:2.97 R1：4.93 ） 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪
元利償還

金の額

（繰上償

還額等を

除く）

積立不足

額を考慮

して算定

した額

満期一括

償還地方

債の１年

当たりの

元金償還

金に相当

するもの

（年度割

相当額

公営企業

に要する

経費の財

源とする

地方債の

償還の財

源に充て

たと認め

られる繰

入金

一部事務

組合等の

起こした

地方債に

充てたと

認められ

る補助金

又は負担

金

公債費に

準ずる債

務負担行

為に係る

もの

一時借入

金の利子

特定財源

の額

事業費補

正により

基準財政

需要額に

算入され

た公債費

災害復旧

費等に係

る基準財

政需要額

密度補正

により基

準財政需

要額に算

入された

元利償還

金及び準

元利償還

金

H29 2,012,137 594,573 289,055 4,808 194,011 936,236 1,012,313 330,653

H30 1,893,090 580,013 260,728 193,450 895,821 1,030,949 336,250

R1 1,836,308 585,864 241,684 208,506 814,838 1,034,826 144,133

⑫ ⑬ ⑭
標準税収

入額等

普通交付

税額

臨時財政

対策債発

行可能額

H29 7,991,517 2,616,317 805,231

H30 8,213,833 2,603,679 771,765

R1 8,268,031 2,481,509 609,043  
（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦－⑧－⑨－⑩－⑪） 

 

／（⑫＋⑬＋⑭－⑨－⑩－⑪） 

  

  

  

  + ＋ ×100 / 3＝ 4.1% 

 

 

 

各数値の内訳 

①   一般会計公債費 1,836,308 ⑧  住資 991 市住 34,742 都計税 172,773 

④  水道 63 下水 585,801 ⑨ 一般会計 108,827 下水 706,011 環境 0 

⑤  企業団 238,156  湧水苑 3,528  ⑩ 一般会計 1,012,961 下水 2,316 環境 19,549 

⑥   ⑪ 水源開発出資分（一般会計）1,044 新病院出資
56,772 病院事業（企業団）86,317 

  

標準財政規模 交付税算入額 

交付税算入額 

 427,360  

9,133,863 

 555,463  

9,035,761 

 646,223  

9,103,900 

 

 

 277,361  

9,326,257 

 

 461,553   

9,364,786 
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（H29） 

（H30） 

（ R1） 

（H29） 

（H30） 

（ R1） 

将来における借金返済の財政規模に対する割合  

◎将来負担比率   12.5％（H30：△32.9％） 

税収や交付税など自治体の収入に対する一般会計が将来支払うべき借金等負担

の割合 

(普通会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率) 

算式…｛将来負担額－（充当可能基金金額＋特定財源見込額＋地方債

現在高等に係る基準財政需要額算入見込み額）｝÷｛標準財政規模－

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）｝ 

 

将来負担額 

兵庫県

18,521,740 0 5,843,353 2,576,368 2,792,629 0 0 0 0

18,948,115 0 4,801,581 2,584,290 2,788,053 0 0 0 0

21,556,706 0 4,203,474 2,496,365 2,680,889 0 0 0 0

退職手当
負担見込額

設立法人の
負債額等
負担見込額

連結実質
赤字額

組合等連結実
質

赤字額負担見
込

地方債
の現在高

債務負担行
為

支出予定額

公営企業債
等

繰入見込額

組合等
負担等見込

額

 
 

充当可能額 

うち都市計画税

10,029,916 1,586,634 1,464,054 21,697,850

9,922,300 1,470,543 1,349,309 20,805,813

7,838,998 1,412,072 1,282,407 20,508,707

充当可能基金
充当可能
特定歳入

基準財政需要
額

算入見込額

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公営企業の経営健全度をチェック  

◎公営企業における資金不足比率   (資金不足なし) 

資金不足額(公営企業の流動負債と流動資産の差)の 

営業収益に対する割合 

 

 

- -

- -

将来負担額　A 充当可能財源等　Ｂ Ａ　－　Ｂ

30,937,434 29,759,777 1,177,657

11,358,583 1,993,797 9,364,786

将来負担比率　（％）

12.5

標準財政規模　Ｃ 算入公債費等の額　Ｄ Ｃ　－　Ｄ

＝ ＝


